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株式会社NSD
　

事業報告の「業務の適正を確保するための体制」「業務の適正を確保する
ための体制の運用状況の概要」「会社の新株予約権等に関する事項」、連
結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」及び計算書類
の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」につきましては、法令及び当
社定款第15条に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.nsd.co.jp/ir/oshirase.html）に掲載し、株主の皆様に
提供しております。
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業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他当社及び
子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下
のとおりであります。

① 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
取締役・執行役員は、職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため各分掌に

従い、担当する部署の内部統制を整備し、必要な諸規則の制定及び周知徹底を図るととも
に、「取締役会規定」及び「執行役員規定」を遵守する。
取締役会は、「NSDグループ行動基準」、「NSDグループ行動規範」を定め、関係会社を含
む全役職員に周知徹底し、グループ全役職員はこれらを遵守する。コンプライアンス違反が
疑われる事象はコンプライアンス委員会事務局で集中管理を行う。反社会的勢力との関係に
ついては、「NSDグループ行動基準」ならびに「NSDグループ行動規範」にその対応を明示
し、これを排除する。
取締役会の諮問機関としてガバナンス委員会を設置し、取締役会における意思決定につい

て公正性・透明性・客観性を確保し、コーポレート・ガバナンスの充実を図る。
また、事業活動全般にわたる内部監査については代表取締役社長に直属する「監査室」が

実施する。さらに、役職員その他当社の業務に従事する者が不利益を受けることなく通報で
きる「通報・相談窓口」を設置・運営し、内部統制の補完、強化を図る。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役・執行役員の職務の執行に係る決定に関する記録は、「文書取扱規定」等の規定に
より、作成、保管するとともに監査役等の閲覧要請に備える。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
「取締役会規定」及び「職務権限規定」を定め、業務の執行は、所定の決裁、承認を得た
後に行う。
取締役会は「内部統制担当役員」を任命し、当該役員は企業グループ全体の内部統制全般
の統括・指揮を横断的に行う。「リスク管理規定」に従い、各部室（名称を問わず、これに
準ずる組織を含む）は、所管業務に係る損害発生を最小限に抑える責任及び所管業務に係る
内部統制を有効に機能させる責任を負う。当社の全社的リスク管理のため、リスク・マネジ
メント委員会を設置・運営する。また、内部監査部門は内部統制の整備状況を検証する。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会、経営会議、業務執行会議、執行役員の各規定、「組織規定」及び「職務権限規
定」により、取締役・執行役員及び使用人の分掌と権限を定める。また、執行役員制度によ
り「経営の意思決定及び監督機能」と「業務執行」を分離し、取締役会の監督機能の強化を
図るとともに、執行役員による、さらなる機動的な業務執行を行う。

　
⑤ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制
「NSDグループ行動基準」、「NSDグループ行動規範」、「関係会社管理規定」により、当社
の関係会社に関し、コンプライアンス確保、会計基準の同一性確保等、グループ一体となっ
た内部統制の維持・向上を図る。
「関係会社管理規定」により、一定の事項については当社承認事項又は報告事項とする。
なお、一定の基準に該当するものは当社取締役会の承認事項とする。
各関係会社において「取締役会規定」、「職務権限規定」等を定め、各取締役及び使用人の
分掌と権限を定める。業務の執行は、所定の決裁、承認を得た後に行う。
当社が設置・運営する「通報・相談窓口」は、グループ全役職員その他当社又は関係会社
の業務に従事する者も利用することができるものとする。また、当社監査室は必要に応じ関
係会社に対し監査を実施する。加えて、当社監査役は内部監査の状況、会計監査人との定期
的な意見交換等も踏まえ、自らの判断に基づき、関係会社に対する監査を行う。
原則として、関係会社の取締役又は監査役に当社役職員を選任する。関係会社の取締役・

監査役としての職務執行を通じ、業務の適正性向上を図るとともに、関係会社の会議体運営
等において情報収集ならびに監督を行う。
また、当社取締役会において、定期的に、各関係会社の業績ならびに業務執行状況の報告
を受け又は報告を求めモニタリングを行い、リスクの度合いに応じて指導・監督を行う。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項
監査役（会）の職務を補助すべき使用人を監査室に属する使用人より１名以上を兼務とし
て選任する。
当該使用人の取締役・執行役員からの独立性を確保するため、当該使用人の異動等人事に
関する決定は、監査役会の事前の同意を得る。
監査役（会）からその職務の執行にあたり、当該使用人に対し指示があった場合、その指

示の実効性を確保するため、当該使用人は、当該指示については監査役（会）の指揮命令権
に従うとともに、指示の有無・内容等につき監査役（会）に対し守秘義務を負うものとす
る。

　
⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
取締役・執行役員及び使用人は、法定の事項に加え、内部監査の実施状況を監査役に報告
しなければならない。また、「通報・相談窓口」による通報状況及び内容、社内不祥事、法
令違反事案のうち重要なものは監査役へ伝達しなければならない。

　
⑧ 子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をす

るための体制
関係会社の業務又は財務の状況に重大な影響を与える可能性のある事態が発生した場合、

当該関係会社の取締役及び使用人は速やかに当社取締役・関係会社業務所管部長に報告す
る。報告を受けた事項のうち当社監査役の職務の執行に必要な範囲のものは、速やかに当社
監査役に報告する。
また、内部監査の実施状況、「通報・相談窓口」による関係会社に関する通報のうち重要

なものは当社監査役に報告する。その他、関係会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実
を発見した者は、当社監査役ならびに関係会社業務所管部長に速やかに報告する。
なお、当社監査役から求められた場合には、関係会社の役職員は速やかに適切な報告を行
う。
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⑨ 前２項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないこと
を確保するための体制
「通報・相談窓口」への通報と同様、当社監査役に対しその職務執行に資する通報がなさ
れた場合、通報者が不利益を被ることのない旨明文化し、グループ全役職員に周知徹底す
る。

　
⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に

ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役（会）の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理については、通常の監査費
用は予算化するとともに、いわゆる有事の際の費用は監査役（会）の職務の執行に必要でな
いと認められる場合を除き拒むことができない。監査役（会）が監査役（会）の職務の執行
にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士、専門機関等の外部専門家を自らの判断
で起用することができる。

　
⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、いつでも、取締役・執行役員及び使用人に対して事業の報告を求め、業務及び

財産の状況の調査をすることができる。監査役は経営会議等重要な会議に出席することがで
きる。代表取締役社長は、監査役会と定期的な情報交換会を開催する。

　
⑫ 財務報告に係る内部統制の整備及び運用のための体制
取締役会は、「財務報告に係る内部統制実施基準」を制定し、企業グループ全体の財務報

告の信頼性を確保するための基本方針を定める。代表取締役社長は、「財務報告に係る内部
統制実施要領」を定め、財務報告に係る内部統制を整備・運用・評価し、不備があれば是正
する体制の構築を行う。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 内部統制システム全般について
当社では、会社法及び会社法施行規則に基づき制定した「内部統制システムの整備に関す
る基本方針」に従い、内部統制システムを整備・運用しております。整備状況及び運用状況
については、内部統制システム全般の評価状況を毎期取締役会に報告し、必要に応じ改善を
進めております。
また、取締役会の諮問機関としてガバナンス委員会を設置し、取締役会における意思決定
について公正性・透明性・客観性を確保し、コーポレート・ガバナンスの充実を図っており
ます。

② リスク管理について
「リスク管理規定」に従い、取締役会の下に設置したリスク・マネジメント委員会（当年

度は４回開催）が、全社横断的にリスク管理を遂行し、各リスクの担当部署や各委員会等を
指導・監督するリスク管理体制を採っております。リスク・マネジメント委員会は、様々な
リスクの中から当社全体で優先的に対処すべき重要なリスクを選定し、重点的にリスク管理
を行っております。

③ コンプライアンスについて
関係会社を含むＮＳＤグループ全役職員の行動指針として、「ＮＳＤグループ行動基準」

及び「ＮＳＤグループ行動規範」を制定しており、毎期実施しているコンプライアンス研修
を通じて、コンプライアンス意識の浸透及び徹底を図っております。また、リスク・マネジ
メント委員会の下に設置したコンプライアンス委員会にて、コンプライアンス違反への対応
や未然防止策を審議しております。

④ 関係会社管理について
関係会社の重要事項の決定については「関係会社管理規定」に基づき当社の事前承認によ

り、業務の適正を確保しております。また、関係会社の取締役又は監査役に当社執行役員を
１名以上選任しており、各関係会社の業績ならびに業務執行状況を適宜当社取締役会に報告
しております。
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⑤ 取締役の職務執行について
取締役会は、経営の重要な意思決定を行うため月１回以上開催しております。また、「経

営の意思決定及び監督機能」と「業務執行」を分離するため、執行役員制度を導入し、取締
役会の監督機能の強化と執行役員による、より機動的な業務執行を図っております。

⑥ 監査役の職務執行について
監査役３名（うち社外監査役２名）が取締役会への出席（常勤監査役は業務執行会議及び
経営会議へも出席）、重要な決裁書類等の閲覧、さらに業務及び財産の調査等を通じて取締
役の職務執行状況や内部統制機能の整備・運用状況を監査しております。
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会社の新株予約権等に関する事項
（1）当年度末日における新株予約権の状況

　

項 目
株式会社日本システムディベロップメント

2005年７月発行新株予約権
（株式報酬型ストック・オプション）

発行決議の日 2005年６月29日

新株予約権の数 　 10個

目的となる株式の種類 普通株式

目的となる株式の数 　 2,200株（注１）

新株予約権の発行価額 無償

１株当たりの行使価額 １円

行使期間 （自）
（至）

2005年７月２日
2025年６月29日

行使の条件 （注２）
　

（注１） 目的となる株式の数につきましては、本新株予約権発行時には1,000株でしたが、2007年４月１日
付の普通株式１株を２株とする株式分割により2,000株に変更となり、その後2015年３月１日付の
普通株式１株につき0.1株を割当てる株式無償割当てにより2,200株に変更となりました。

（注２）1. 当社の取締役及び執行役員のいずれの地位も喪失した日の翌日（以下「権利行使開始日」とい
う。）から新株予約権を行使できる。

2. 上記１にかかわらず、2024年６月30日までに権利行使開始日を迎えなかった場合には、2024年
７月１日から2025年６月29日までに限り新株予約権を行使できる。

3. 各新株予約権１個当たりの一部行使はできないものとする。
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（2）当年度末日における当社役員の保有状況
　

項 目
株式会社日本システムディベロップメント

2005年７月発行新株予約権
（株式報酬型ストック・オプション）

取締役の保有状況

保有者数 　1名

保有個数 10個

目的株式数 　2,200株

社外取締役の保有状況

保有者数

保有個数 －

目的株式数

監査役の保有状況

保有者数

保有個数 －

目的株式数

（3）当年度中に交付した新株予約権等の状況
該当事項はございません。
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連結株主資本等変動計算書

（2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 7,205,864 6,892,184 39,942,488 △6,968,181 47,072,356
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － △2,196,257 － △2,196,257
親会社株主に帰属
する当期純利益 － － 5,817,114 － 5,817,114

自己株式の取得 － － － △2,003,057 △2,003,057
自己株式の処分 － 97 － 196 293
連結子会社株式の
取得による持分の増減 － △101,061 － － △101,061

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － △100,963 3,620,857 △2,002,861 1,517,032
当 期 末 残 高 7,205,864 6,791,220 43,563,345 △8,971,042 48,589,388

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 398,853 △1,005,325 208,916 △1,306,498 △1,704,054 645,073 46,013,375
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △2,196,257
親会社株主に帰属
する当期純利益 － － － － － － 5,817,114

自己株式の取得 － － － － － － △2,003,057
自己株式の処分 － － － － － － 293
連結子会社株式の
取得による持分の増減 － － － － － － △101,061

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △27,800 － 32,200 9,090 13,490 △198,099 △184,608

当 期 変 動 額 合 計 △27,800 － 32,200 9,090 13,490 △198,099 1,332,423
当 期 末 残 高 371,053 △1,005,325 241,116 △1,297,407 △1,690,564 446,974 47,345,798
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連結注記表
1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 ９社
・連結子会社の名称 ・株式会社NSDビジネスイノベーション

・株式会社ステラス
・株式会社FSK
・NSD International,Inc.
・日本RXテクノロジー株式会社
・成都仁本新動科技有限公司
・北京仁本新動科技有限公司
・株式会社シェアホルダーズ・リレーションサービス
・株式会社NSDリアルエステートサービス

② 非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称 ・北京恩尚德健康管理有限公司
・連結の範囲から除いた理由 総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等からみて、連結の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽
微であり、連結の範囲から除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した関連会社の状況
・関連会社の名称 ・株式会社プロシップ
② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・非連結子会社及び
　関連会社の数 ４社

・主要な非連結子会社及び
　関連会社の名称

・北京恩尚德健康管理有限公司
・株式会社福島県中央計算センター
・コウノイケITソリューションズ株式会社 他１社

・持分法を適用しない理由 当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から
みて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ
り、持分法を適用しておりません。
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（3）連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
① 主な連結の範囲の変更
株式会社ジャパンジョブポスティングサービスは、株式会社NMシステムズを存続会社とする吸収合併
により消滅したため、連結の範囲から除外しております。なお、株式会社NMシステムズは株式会社ステ
ラスに商号変更しております。

　② 持分法の適用の範囲の変更
該当事項はありません。

（4）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、成都仁本新動科技有限公司及び北京仁本新動科技有限公司の決算日は12月31日であ

ります。連結計算書類の作成にあたっては、これらの会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に
基づく計算書類を使用しております。
なお、その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

（5）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
ア．有価証券
・その他有価証券
・時価のあるもの 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項によ
り有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報
告日に応じて入手可能な最近の決算書等を基礎とし、持分相当額を純額で
取り込む方法によっております。

イ．たな卸資産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げ
の方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
ア．有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ６～60年
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イ．無形固定資産（リース資産を除く）
・市販用ソフトウエア 見込販売数量に基づく償却額と見込有効期間（３年以内）の均等配分額の

いずれか大きい金額
・自社利用のソフトウエア 見込利用可能期間（５年以内）による定額法
・その他 定額法
ウ．リース資産
・所有権移転外ファイ
　ナンス・リース取引
　に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

③ 重要な引当金の計上基準
ア．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率法により計上するほか、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

イ．賞与引当金 当社及び連結子会社の従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額
基準により計上しております。

ウ．株主優待引当金 株主優待ポイント制度に基づき、株主に付与したポイントの利用に備える
ため、当連結会計年度末において将来利用されると見込まれる額を計上し
ております。

エ．受注損失引当金 ソフトウエア開発の請負契約に係る案件のうち、当連結会計年度末で将
来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能
なものについては、将来の損失発生に備えるため、損失見積り額を計上
しております。

④ 収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウェア
に係る収益の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるもの
　進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）
その他のもの
　検収基準

⑤ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。
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⑥ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
ア．退職給付に係る負債の
　 計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度
末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計
上し、年金資産の額が退職給付債務を超える場合には退職給付に係る資産
として投資その他の資産に計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末
までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（12年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を
調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る
調整累計額に計上しております。

イ．消費税等の会計処理 税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当連結会計年度の費用と
して処理しております。

　
2. 表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書関係）
前連結会計年度において区分掲記しておりました「営業外費用」の「支払手数料」（当連結会計年度は
4,927千円）及び「租税公課」（当連結会計年度は5,748千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連
結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

(「税効果会計に係る会計基準」の一部改正の適用)
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に伴う、「会社
法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 2018年３月26日）を当連結会計
年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示
しております。
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3. 連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 3,220,045千円
（2）「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律」（1999年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評
価差額金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。
再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）

第２条第５号に定める不動産鑑定士の鑑定評価額による方法及び第２条第３号
に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法。

再評価を行った年月日 2002年３月31日
　
4. 連結損益計算書に関する注記
（減損損失）
当連結会計年度において、当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　

場所 用途 種類 減損損失

東京都千代田区 事業用資産 ソフトウエア 54,875千円

静岡県伊東市 他 遊休資産 土地 1,674千円
　

当社グループは、事業用資産において、事業区分をもとに、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最
小の単位ごとに、また遊休資産においては、個別物件単位で資産のグルーピングを行っています。
（1）事業用資産

一部の採用管理プラットフォームの販売終了に伴い、そのソフトウエア資産の帳簿価額の全額を減損処理
しております。

（2）遊休資産
遊休資産の土地については、その帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。なお、回収可能価額は
正味売却価額により算出しております。正味売却価額は、固定資産税評価額を合理的に調整した価額に基づ
いて算出しております。
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5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

　

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 47,172千株 －千株 －千株 47,172千株
　
（2）自己株式の数に関する事項

　

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 4,936千株 832千株 0千株 5,768千株
　

（注）自己株式の数の増加832千株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加830千株及び単元
未満株式の買取りによる増加１千株です。

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等
2018年５月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 2,196,257千円
・１株当たり配当額 52円
・基準日 2018年３月31日
・効力発生日 2018年６月５日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
2019年５月８日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 2,484,224千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 60円
・基準日 2019年３月31日
・効力発生日 2019年６月４日

（4）当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
　

2 0 0 5 年７月発行新株予約権

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式
目 的 と な る 株 式 の 数 2,200株
新 株 予 約 権 の 残 高 10個

　

（注）目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。
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6. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については、長短含め安全性の高い金融資産で運用しております。
また、デリバティブ取引につきましては、保有外貨に係る将来の為替レートの変動リスクを回避するた

めにのみ利用しており、投機目的の取引は行わない方針であります。
② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して
は、当社グループの得意先管理・与信限度管理規定に従い、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うとと
もに、取引先の信用状況を１年毎に更新しております。
投資有価証券は主に株式、債券であり、このうち株式は、市場価格の変動リスクに晒されております
が、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、有価証券運用管理規定及び政策投資株式管理規定に従
い、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し管理しております。また債券は、信用リスク及び市場価格
の変動に晒されておりますが、有価証券運用管理規定に従い、格付けの高い債券のみを対象としているこ
とから、信用リスクは僅少であり、定期的に時価を把握し管理しております。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、営業債務は流動性リ
スクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成する等の方法により管理
しております。
③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）
を参照ください。）。

（単位：千円）
　

項 目 連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 22,817,588 22,817,588 －
（2）受取手形及び売掛金 12,362,586 12,362,586 －
（3）投資有価証券 ※ 5,387,195 5,275,046 △112,149

資 産 計 40,567,370 40,455,221 △112,149
（4）買掛金 2,649,487 2,649,487 －

負 債 計 2,649,487 2,649,487 －
　

※投資有価証券には、持分法適用の上場関連会社株式を含めており、差額は当該株式の時価評価によるもの
であります。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資 産
（1）現金及び預金

現金及び預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

（2）受取手形及び売掛金
受取手形及び売掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

（3）投資有価証券
株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価額によっております。

負 債
（4）買掛金

買掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

　

区 分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 426,322
投資事業有限責任組合への出資 46,217

　

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローが約定されておらず、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証券」には含めておりません。

　
7. 賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用住宅（土地を含む。）を有してお
ります。2019年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、151,653千円（賃貸収益は売上高
に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

　

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度
末 の 時 価当連結会計年度

期 首 残 高
当連結会計年度
増 減 額

当連結会計年度
末 残 高

7,426,843 △114,568 7,312,275 6,043,093
　

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は建物等の減価償却（112,893千円）であります。
（注３）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基

づく金額、その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等
を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

　
8. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,132円72銭
（2）１株当たり当期純利益金額 139円31銭
（3）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 139円30銭
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9. 重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得）
当社は、2019年５月８日開催の取締役会において、下記の通り、会社法第459条第１項の規定による定款

の定めに基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。
（1）自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため。
（2）取得の内容
・取得対象株式の種類 当社普通株式
・取得しうる株式の総数 800千株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 1.93％）
・株式の取得価額の総額 20億円（上限）
・取得期間 2019年５月９日～2019年６月21日まで
・取得方法 東京証券取引所における市場買付
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10. 企業結合等に関する注記
（共通支配下の取引等）
連結子会社同士の合併
（1）取引の概要
①対象となった事業の名称及びその事業の内容
・結合企業
名称 株式会社NMシステムズ
事業の内容 ソフトウエア開発、システムインテグレーション、ソリューションサービス、シス

テムコンサルティング
・被結合企業
名称 株式会社ジャパンジョブポスティングサービス
事業の内容 クラウドサービス、ソリューションサービス、ソフトウエア開発

②企業結合日
2018年10月１日

③企業結合の法的形式
株式会社NMシステムズを存続会社とし、株式会社ジャパンジョブポスティングサービスを消滅会社
とする吸収合併

④結合後企業の名称
株式会社ステラス

⑤その他取引の概要に関する事項
人材派遣会社向けERPパッケージや派遣受け入れ企業向けの人材管理システムを保有する株式会社

NMシステムズと、キャリア採用を中心とした採用管理システムを保有する株式会社ジャパンジョブポ
スティングサービスを合併し、存続会社である株式会社NMシステムズを「株式会社ステラス」に商号
変更しました。両社の統合により経営の効率化を図るとともに、転職市場の一層の拡大が見込まれる
中、これまでに培ったノウハウの融合により更なるシナジー効果をスピーディーに発揮させ、多様化す
る顧客ニーズへの対応を強化、人材管理システムの事業領域において更なる業容拡大を図るものです。

（2）実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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株主資本等変動計算書

（2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 そ の 他 資 本 剰 余 金 資 本 剰 余 金 合 計

当 期 首 残 高 7,205,864 6,892,184 － 6,892,184

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － －

当 期 純 利 益 － － － －

自 己 株 式 の 取 得 － － － －

自 己 株 式 の 処 分 － － 97 97

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 97 97

当 期 末 残 高 7,205,864 6,892,184 97 6,892,281
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（単位：千円）
　

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金合計

別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 419,999 15,280,000 23,646,222 39,346,222 △6,968,181 46,476,090

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △2,196,257 △2,196,257 － △2,196,257

当 期 純 利 益 － － 5,974,368 5,974,368 － 5,974,368

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △2,003,057 △2,003,057

自 己 株 式 の 処 分 － － － － 196 293

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 3,778,110 3,778,110 △2,002,861 1,775,346

当 期 末 残 高 419,999 15,280,000 27,424,333 43,124,333 △8,971,042 48,251,437

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 357,970 △1,005,325 △647,355 45,828,734

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － △2,196,257

当 期 純 利 益 － － － 5,974,368

自 己 株 式 の 取 得 － － － △2,003,057

自 己 株 式 の 処 分 － － － 293

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △16,465 － △16,465 △16,465

当 期 変 動 額 合 計 △16,465 － △16,465 1,758,881

当 期 末 残 高 341,504 △1,005,325 △663,820 47,587,616
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社
　 株式

移動平均法による原価法

② その他有価証券
・時価のあるもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項によ
り有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報
告日に応じて入手可能な最近の決算書等を基礎とし、持分相当額を純額で
取り込む方法によっております。

③ たな卸資産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げ
の方法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ７～60年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
・市販用ソフトウエア 見込販売数量に基づく償却額と見込有効期間（３年以内）の均等配分額の

いずれか大きい金額
・自社利用のソフトウエア 見込利用可能期間（５年以内）による定額法
・その他 定額法
③ 投資その他の資産
・投資不動産 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ６～47年

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率法により計上するほか、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額基準により計上してお
ります。
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③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
当事業年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から未認識数
理計算上の差異等を控除した額を超過する場合には、前払年金費用として
投資その他の資産に計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（12年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年
度から費用処理しております。

④ 株主優待引当金 株主優待ポイント制度に基づき、株主に付与したポイントの利用に備える
ため、当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上してお
ります。

（4）収益及び費用の計上基準
受注制作のソフトウェアに
係る収益の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるもの
　進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）
その他のもの
　検収基準

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理

額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と
異なっております。

② 消費税等の会計処理 税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当事業年度の費用として
処理しております。

2. 表示方法の変更に関する注記
(「税効果会計に係る会計基準」の一部改正の適用)
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に伴う、「会社法
施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 2018年３月26日）を当事業年度か
ら適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示して
おります。
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3. 貸借対照表に関する注記
（1）資産に係る減価償却累計額
① 有形固定資産の減価償却累計額 834,675千円
② 投資その他の資産の減価償却累計額 1,797,174千円

（2）「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一
部を改正する法律」（1999年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評
価差額金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。
再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」(1998年３月31日公布政令第119号）第

２条第５号に定める不動産鑑定士の鑑定評価額による方法及び第２条第３号に
定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法。

再評価を行った年月日 2002年３月31日
（3）関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
① 短期金銭債権 1,107,274千円
② 短期金銭債務 155,126千円
③ 長期金銭債権 156,941千円
④ 長期金銭債務 46,898千円
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4. 損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高
① 売上高 980,318千円
② 仕入高 1,046,955千円
③ 販売費及び一般管理費 112,753千円
④ 営業取引以外の取引高 721,888千円

（2）減損損失
当事業年度において、当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　

場所 用途 種類 減損損失

静岡県伊東市 他 遊休資産 土地 1,674千円
　

当社は、事業用資産において、事業区分をもとに、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位
ごとに、また遊休資産においては、個別物件単位で資産のグルーピングを行っています。
遊休資産
遊休資産の土地については、その帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。なお、回収可能価額は
正味売却価額により算出しております。正味売却価額は、固定資産税評価額を合理的に調整した価額に基づ
いて算出しております。

　
5. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項
　

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 4,936千株 832千株 0千株 5,768千株
　
（注）自己株式の数の増加832千株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加830千株及び単元

未満株式の買取りによる増加１千株です。
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6. 税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
未払事業税 111,134千円
賞与引当金 104,820千円
退職給付信託 662,626千円
退職給付引当金 121,656千円
減損損失 78,271千円
子会社株式評価損 546,482千円
関係会社出資金評価損 144,630千円
研究開発費 28,830千円
貸倒引当金 99,603千円
土地再評価差額金 307,830千円
その他 57,785千円
繰延税金資産小計 2,263,673千円
評価性引当額 △1,164,941千円
繰延税金資産合計 1,098,732千円
（繰延税金負債）
前払年金費用 △1,076,614千円
その他有価証券評価差額金 △150,718千円
繰延税金負債合計 △1,227,333千円
繰延税金資産の純額 △128,601千円

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ
るため注記を省略しております。

7. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,149円36銭
（2）１株当たり当期純利益金額 143円07銭
（3）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 143円06銭

8. 関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

9. 重要な後発事象に関する注記
連結注記表「９．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しておりま
す。
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